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The next off-Miyagi earthquake is expected to occur within a few decades.  In this study, 
based on the damage to road facilities due to the earthquake and lessons learned from previous 
serious disaster response, concrete measures to improve disaster management are proposed.  
 
［研究目的及び経緯］ 
 平成１５年に相次いで発生した三陸南地震及び宮城

県北部地震では、それぞれ最大で震度６弱、震度６強

を観測した。一方、次の宮城県沖地震は 30 年以内に

99%の確率で発生するといわれ、ますます切迫してい

ることもあり、施設の耐震性向上だけでなく災害対応

の改善が急務となっている。そこで、本調査において、

想定宮城県沖地震による被害を推定し、その結果に基

づいて危機管理能力の向上方策を提案することとした。

昨年度は、想定宮城県沖地震による地震動強度の分布

を予測し被害推定を行うとともに、災害対応に関する

ヒアリング及び被害推定結果等に基づいて災害対応上

の課題を抽出し、今後の危機管理能力向上方策を提案

した。今年度は、昨年度提案した危機管理能力向上方

策のうち特に早急に具体化を図る必要のあるものにつ

いて検討を進めた。 
［研究内容］ 
１. 課題・教訓集作成 

既往大規模災害時の対応における経験について多く

の職員がその内容を共有することにより同じ失敗を繰

り返さない、成功事例を参考にできる、さらに、各部

署で地震への備えを進めるにあたり、発生しうる課題

を具体的イメージで捉えやすくすること等を目的とし

て、過去に生じた大地震における震後対応の課題等を

取りまとめ冊子（課題・教訓集）を作成した。 
２．平常時からの準備事項チェックリスト 
適切な震後対応の実現に向けて、道路管理者が平常

時からの備えに漏れがないか、どの分野の準備が遅れ

ているか、等を評価するとともに、この評価を定期的

に行うことにより進捗管理を行えることを目的として、

平常時からの準備が必要な事項をチェックリスト化し

た。 
３．対応方策立案支援マップ 
想定宮城県沖地震への備えを適切に進めるにあたっ

ては、起こり得る様々な状況を予め想定し、対応をシ

ミュレーションし、具体的な課題を予め把握・改善す

ることが有効である。そこで、そのような想定・シミ

ュレーションの実施を支援するツールとして、昨年度

作成した被害想定結果をベースに、関連する情報を記

載した地図（対応方策立案支援マップ）を作成した。 
［研究成果］ 

１． 課題・教訓集 
三陸南地震や十勝沖地震等近年発生した比較的規模

の大きい地震の際の震後対応に関するヒアリング結果

や阪神・淡路大震災、1978 年宮城県沖地震の際に被災

事務所等で実際に対応をした当時の職員に対する聞き



取り調査をもとに、直面した課題やそれに対して取っ

た措置、参考となるアドバイス等を、具体的事例を交

え取りまとめた（図-１）。取りまとめにあたっては、

臨場感が伝わることや読みやすさに留意し、記述内容

を想起させる具体的写真を挿入するとともに、関連す

る話題をコラムとして取り上げる等の工夫を施した。

さらに、各話題にはキャッチコピーと要約欄を設定し、

読者が興味のある話題を見つけやすくした。 
２． 平常時からの準備事項チェックリスト 

平常時から準備しておくべき事項（チェック項目）

の設定にあたっては、前述の課題・教訓集作成の際に

述べたヒアリング調査結果を活用し、既往地震におい

ての課題等を踏まえ、平常時に準備しておく事項を抽

出した。 
チェック項目は、災害対応の作業場面毎に設定され

ている。また、部署によって災害への備えに関し重点

的に実施する事項が異なることに鑑み、チェック項目

を任意に取捨選択できるようにした。評価尺度につい

ては４つ設定しチェック項目に応じて尺度を使い分け、

より評価しやすくすることとした。 
チェック項目については、（1）教育・訓練に関する

事項、（2）マニュアル類の整備に関する事項、（3）施

設・設備に関する事項、（4）体制に関する事項、（5）
備品に関する事項の５分野に分類し、チェック結果に

基づきレーダチャートが作成され、各分野別の達成度

合いを視覚的に理解するとともに、備えが相対的に遅

れている分野が把握し易いようにした（図-２）。 
３．対応方策立案支援マップ 
マップは事務所管内図程度の大きさとし、次の内容

を記載した（図-３）。 
・昨年度推定した震度分布 
・1978 年宮城県沖地震時の被災実績や過去の津波の

際の冠水実績 
・災害対応を考える上で有用と考えられる次の項目 
 主要地点の交通量、道路情報板等の位置、被災の

危険の高い施設位置、重要港湾等の主要な交通拠

点位置。 
・施設の被災に伴い想定される通行止め区間 
［成果の活用］ 

本調査で作成した課題・教訓集、平常時からの準備

事項チェックリスト及び対応方策立案支援マップにつ

いては、今後、東北地方整備局管内の道路事務所等に

配布され、職員の意識啓発、防災訓練の際などに活用

される予定である。また、課題・教訓集については今

後の大規模な災害があった際には継続的に改訂してい

きたい。  

図－２ 平常時からの準備事項チェックリスト 図－３ 対応方策立案支援マップ（イメージ）

図-１ 課題・教訓集（サンプル）
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を定期的（毎年１回）に実施しているか

教育・訓練 1

Q1－ 2
災害対策本部の設置を予定している庁舎が被災した
場合の移設先を事前に定めているか
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造となっているか

施設・設備 1

Q1－ 4
「災害時行動マニュアル」は全職員に配布されている
か

マニュアル 1

Q1－ 5
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備蓄しているか
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表示 

様々な手段を利用し確実な情報共有を

’95.1 兵庫県南部地震　【事務所】【整備局】

ミーティングによる情報共有（’04 新潟県中越地震）

メモ配布、ミーティング等様々な手段で情
報を迅速・正確に伝達し共有することが重
要である。
また、文書など形の残るもので保存する、
一元管理するなどの工夫も必要である。

【教訓・アドバイス】 1/20（発災3日後）前後から、応援隊を含めて毎朝ミーティ
ング（今日の仕事、局からの指示など）を行った。職員間で情報を共有するため
には良い方法だったと思う。

（阪神国道事務所　副所長）

【教訓・アドバイス】指示・指令は、原則として文書連絡で行い、対処結果につ
いても追記、報告させるのが良い。電話で連絡があった場合は、連絡者・時刻等
の確認をし、必ずメモにする。さらに、配布できる用紙（基本的な必要項目のみ
を定めた簡潔なもの）を準備し、メモを書いて直ちに伝達・周知できるようにし
ておく。伝達は、関係部署の責任者を集め、メモを配布して一斉に行う。この方
法が最も短時間で正確に伝達できる。

（兵庫国道事務所長）

様々な手段を利用し確実な情報共有を

’95.1 兵庫県南部地震　【事務所】【整備局】

ミーティングによる情報共有（’04 新潟県中越地震）

メモ配布、ミーティング等様々な手段で情
報を迅速・正確に伝達し共有することが重
要である。
また、文書など形の残るもので保存する、
一元管理するなどの工夫も必要である。

【教訓・アドバイス】 1/20（発災3日後）前後から、応援隊を含めて毎朝ミーティ
ング（今日の仕事、局からの指示など）を行った。職員間で情報を共有するため
には良い方法だったと思う。

（阪神国道事務所　副所長）

【教訓・アドバイス】指示・指令は、原則として文書連絡で行い、対処結果につ
いても追記、報告させるのが良い。電話で連絡があった場合は、連絡者・時刻等
の確認をし、必ずメモにする。さらに、配布できる用紙（基本的な必要項目のみ
を定めた簡潔なもの）を準備し、メモを書いて直ちに伝達・周知できるようにし
ておく。伝達は、関係部署の責任者を集め、メモを配布して一斉に行う。この方
法が最も短時間で正確に伝達できる。

（兵庫国道事務所長）




